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数理生物学におけるロトカ・ボルテラ競争モデルの経済統合分析へ
の応用可能性
Application of Mathematical Biology to Economic Integration Analysis
 斉　海山
 QI HAI SHAN
要旨：21 世紀に入ると EU や NAFTA などの地域統合の流れは、アジアにも波及し、
ASEAN＋3 を中核とした多国間の経済統合を促進するための枠組みの輪郭が今まさに立
ち現れつつある。経済統合の効果研究も進んでおり、部分均衡モデルによる経済統合の静
態効果分析と CGE：Computable General Equilibrium による動態効果分析などがある。
これらの研究を参考にしながら、まったく新たな枠組みで経済統合の効果について研究し
ていきたい。本論文では、この新しく研究のひとつの道として、多様性の概念を踏みなが
ら、同一の資源を利用する多様な生物の資源に巡る競争からなる進化、あるいは競争から
なる共存を示すモデルである数理生物学におけるロトカ・ボルテラ競争モデルを用いて経
済統合の効果分析可能性と意味について試みる。
はじめに
　21 世紀に入ると EU や NAFTA などの地域統合の流れは、アジアにも波及し、
ASEAN＋3 を中核とした多国間の経済統合を促進するための枠組みの輪郭が今まさに立
ち現れつつある。経済統合の進展にともなう貿易や投資機会の増大は、アジア全体の経済
成長をさらに加速させるものと期待されている。経済統合の効果研究も進んでおり、
FTA、EPA から生む静態効果（貿易創出効果と貿易転換効果）と動態効果（生産性上昇
効果と資本蓄積効果）を主として研究を行っている。これらの研究は現在経済統合の効果
を貿易、投資、制度面からの研究を経て構造面研究まで至っている。定量的な研究手法と
しては主に二つあり、一つは、部分均衡モデルによる経済統合の静態効果分析である。こ
の分析は各国の輸出供給関数と輸入需要関数を推計し、それを用いた実証シミュレーショ
ン分析である。もう一つは、一般均衡モデルによる経済統合の動態効果分析である。これ
は比較的複雑な研究モデルであり、CGE：Computable General Equilibrium による動態
効果分析である。これらの研究を参考にしながら、まったく新たな枠組みで経済統合の効
果について研究していきたい。今日の世界経済は非常に複雑な存在であり、それを単純化
して、分析する経済モデルが、適度であるかどうか、あるいは問題を十分に説明できるか
どうかの問題に焦点をあてたい。どのように、地球規模の経済システムの複雑さを表現し、
より全面的な分析を行うかが非常に重要と考えられる。この「複雑さ（complexity）」を
表現するために、本論文では、多様性の概念を踏みながら、同一の資源を利用する多様な
生物の資源に巡る競争からなる進化、あるいは競争からなる共存を示すモデルである数理
生物学におけるロトカ・ボルテラ競争モデル１ を用いて経済統合の効果分析可能性と意味
について試みる。
256
人文社会科学研究　第 17 号
　本論文は四つの節から構成され、経済統合の効果分析を柱にして、新しく多様性という
概念を踏み、ロトカ・ボルテラ競争モデルの経済統合の効果分析へ応用する可能性につい
て検討することが目的である。第一節「経済統合効果分析に関する理論」では、経済統合
の効果について整理しまとめる。第二節「経済統合の数理効果分析の実態」では、現在の
経済統合の効果分析実態について EU、NAFTA、アジアに分けて整理する。第三節「世
界輸出における多様性」では、産業組織学のハーフィンダール指数を用いて、拡張分析と
して、新たな意味での世界貿易における多様性について分析を行う。第四節「ロトカ・ボ
ルテラ競争モデルの導入」では、生物学におけるロトカ・ボルテラ競争モデルの表す意味
を説明し、世界貿易の多様性の元で経済統合の効果分析へ応用する可能性と意味について
述べて結論とする。
第１節　経済統合効果分析に関する理論
　経済統合効果分析に関する理論としては、通常関税引下げを通じて資源配分の効率性に
影響を与える静態的効果（static effects）と、生産性上昇や資本蓄積等を通じて経済成長
に影響を与える動態的効果（dynamic effects）の 2 つの効果に分類される。そのほか、連
鎖反応を引き起こす FTA のドミノ効果も取り上げることができる。
１．経済統合の静態効果（static effects）
　経済統合の静態効果は貿易創出効果と貿易転換効果である。貿易創出効果とは、関税撤
廃によって域内貿易が拡大することによる効果を指す。当該財の輸入国は国内価格が低下
して消費者の利益が増大し、他方輸出国は輸出拡大によって生産者の利益が増大する。こ
のため、域内国の経済厚生が増加する。域内国にとって好ましい効果である。貿易転換効
果とは、関税撤廃の対象国が域内のみに限定されるため、低コストで生産可能な域外国か
らの輸入に対する関税が残存し、その結果域外国からの輸入が高コストであるが、関税が
賦課されない域内国からの輸入に転換される場合が発生する、これは域内国の経済厚生を
減少させる効果である。この 2 つの相反する効果の大小によって、地域貿易協定が域内国
の経済厚生を増加させるか低下させるかが決まる。
　貿易創出効果と貿易転換効果については主に 2 種類の解釈が存在する。それは、Viner
による定義と Johnson による定義である。以下では、それぞれの定義について詳しく説
明する。
　①　Viner による定義
　Viner によると「貿易創出効果」とは「関税同盟のある加盟国にとって、保護されてい
た国内生産財の価格がどの外国の供給源の価格に関税を加えたものによりも低かったため
に、それまではまったく輸入していなかったが、今や新しく他の加盟国から輸入する財が
あるであろう。二国間で起こるこの生産地点のシフトは高コスト点から低コスト点へのシ
フトであり、全世界的な自由貿易が生産を更に低コストの供給源にシフトするとしても、
　　　　　　　　　　　　　　　　
１ ロトカ・ボルテラ（Lotka- Volterra）競争モデルとは、アメリカ数理生物学者アルフレッド・ジェー
ムス・ロトカ（Alfred J. Lotka）が 1925 年に、イタリアの数学者ヴィト・ボルテラ（Vito Volterra）
が 1926 年に互いに独立に導いた競争モデルである。
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少なくとも正しい方向への一部であるとして自由貿易論者は正当に評価できるものであ
る」と定義されている。また「貿易転換効果」とは「関税同盟のある加盟国にとって、同
盟形成前には関税を支払った後においても最も安い供給源であったために第 3 国から輸入
していたが、今や新しく他の加盟国から輸入する他の財があるだろう。このような生産地
点のシフトは今や 2 つの加盟国の間に起こるではなく、低コストの第 3 国と高コストのほ
かの同盟国との間に起こるのである。これは保護貿易論者が賛成する種類のシフトではあ
るが、自由貿易主義の論理を理解している論者にとっては賛成できないものである」と定
義している。
　つまり、貿易創出を生産費の割高な国から割安な国への供給源のシフト、貿易転換を逆
に生産費の割安な国から割高な国への供給源のシフトと定義している。また、この両者の
効果をもたらす財はそれぞれ異なるものであり、ある財については貿易創出と貿易転換が
同時に起こることはない。このような Viner の理解は、貿易創出と貿易転換の意味を当該
財の生産国の変化として捉えたものであり、国内相対価格の変化に伴う国内の生産・消費
パターンの変化を考慮に入れていない。図 1 は Viner 型貿易創出・貿易転換効果を示した
ものである。PQ は国 A の生産フロンティアであり、Viner のケースでは生産数量に関わ
らず単位あたり費用が一定であるので直線となる。財 2 で測った財 1 の生産費は国 A が
最も低く、国 C が最も高いとする。このことは、国 A の変形曲線 aa の傾きよりの国 B
の提示する相対価格線（＝国 B と貿易を行う場合の予算制約線）bb の傾きの方が大きく、
更にそれよりも国 C の相対価格線（＝国 C と貿易を行う場合の予算制約線）cc の傾きが
大きいことに表れている。国 A は国 B と国 C に対して財 1 に比較優位を持っており、そ
のため国 A が貿易を行う際には、財 1 を輸出し、財 2 を輸入することになる。関税同盟
を形成する前には、国 A は国 B や国 C からの財 2 の輸入に一律の関税率を適用していた
が、国 B と関税同盟を形成した後には、国 A は国 B からの輸入を無税とする一方、国 C
からの輸入には同盟形成前の税率を課し続けるとする。ここで、関税同盟形成前に国 A
が財 2 に適用する関税率は 2 つの水準に分けられる。1 つは禁止的な関税率であり、国 B
とも国 C とも貿易は行わない。この自給自足の状況では国 A は生産と消費を点 D で行っ
ている。なぜなら、生産フロンティア PQ と社会的無差別曲線U3 が接しているからである。
もう 1 つはそれ以外の関税率であり、この状況では国 A は財 1 に完全特化し、生産を点
Q で行い、財 2 を最も安く提供してくれる国 C と貿易を行う。消費点は、国 C の価格比
に輸入関税率を加えた国 A の国内価格比と国 A の限界消費代替比が cc 上で等しくなる
点になる。図ではこれは点 E によって示され、ここで国 A の関税込みの国内価格比 tt と
国 A の社会的無差別曲線U2 が接している。関税同盟の形成によって貿易創出と貿易転換
のどちらの効果が生じるかは、このような初期の関税水準の違いに依存する。
　禁止的関税率の場合、国 A が国 B と関税同盟を形成し、国 B に対してのみ差別的に関
税を撤廃したとする。すると、それまでの自給自足の状況から国 B との貿易に移る。国
A は財 1 に完全特化し、国 B と bb の価格比で財 1 と財 2 を交換する。国 A の生産点は
点 Q となり、消費点は bb 上で社会的無差別曲線が接する点 F となる。自国 A における
財 2 の生産をこのように同盟国 B からの輸入に置き換えることは Viner の定義する貿易
創出に相当する。自給自足下での生産・消費点 D が国 B と貿易を行う場合の予算制約線
bb のしたに位置していることから明らかなように、また、この貿易創出によって国 A に
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とって到達可能な社会的無差別曲線がU3 からU2 となったことが確認できる。
　非禁止的関税率の場合、国 A と国 B の関税同盟の形成によって国 B に課す関税を撤廃
し、それによって国 B の提示する財 2 の価格が国 C の関税込み価格より低くなれば、国
A は財 2 の輸入先を国 C から国 B に変更することになる。生産点は依然として点 Q であ
るが、消費点は cc 上の点 E から bb 上のどこかに移る。自国 A における財 2 の輸入先を
このように域外国 C から同盟国 B に置き換えることは、Viner の貿易転換効果に相当す
る。同盟形成後の予算制約線 bb は同盟形成前の予算制約線 cc のしたに位置しているの
で、国 A の厚生は減少する可能性がある。ただし、Viner の主張するように厚生を必ず
減少させるとまで言えない。図 1 では同盟形成前の社会的無差別曲線U2 が点 F で bb と
接している。つまり、同盟形成に伴う貿易転換効果を受けても、国 A の厚生は変化しなかっ
たのである。これは、国内相対価格の変化に伴って消費割合が変化し、これによる厚生の
増加が貿易転換の厚生損失を完全に相殺したことによる。もし bb の傾きが更に急であれ
ば、消費代替の効果が貿易転換効果を上回り、貿易転換によって国 A の厚生はむしろ増
加する。Viner はこの消費代替の厚生効果を考慮に入れていなかったので、貿易転換によっ
て当該国の厚生は減少すると主張できたのである。
　②　Johnson による定義
　Viner の定義による貿易転換効果に生産代替効果と消費代替効果を導入すると、関税同
盟の形成によって貿易転換が生じても当該国の厚生が上昇すると言う「貿易転換のパラ
ドックス」が起こりうる。また、生産代替効果を認めると貿易創出と貿易転換の定義に関
図１
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して、Viner の原義と慣用としての Viner 型の定義と間に矛盾が起こるようにもなる。こ
の 2 つの問題を解消するために、Johnson は、貿易創出と貿易転換に関して Viner とは異
なる定義を提唱している。このことについて、関税同盟の生産効果と消費効果を含んだ部
分均衡モデルとして広く用いられている図 2 で考えることができる。この図では、輸入財
2 についてのみ考え、縦軸は価格、横軸は数量を表す。ここで、DD は自国 A の需要曲線
を、SS は供給曲線を示す。当初、国 A は財 2 の輸入に対して、すべての国に無差別的に
T だけの関税を課していたとする。このときPC ＜PB であるから当然PC＋T＜PB＋T で
あり、国 A は財 2 を国 C から輸入していることになる。国内価格はPC＋T であり、国内
生産量はX0、国内需要量はC0、国 C からの輸入量はC0－X0 となる。ここで国 A が国 B
と関税同盟を形成し、国 B に対してだけ関税を撤廃する一方、国 C に対しては T を貸し
続けるとする。この時、PB ＜PC＋T となり、国 C からの関税込みの供給価格は国 B の供
給価格を上回り、国 A の財 2 の輸入先は域外国 C から域内国 B にシフトする、国 A は同
盟国 B からC1－X1 だけ輸入し、国内生産量はX1、国内消費量はC1 である。国 B と関税
同盟形成したことで輸入財 2 の国内価格は低下し、国内生産量は減少するが、輸入量と国
内消費量は増加する。このケースにおける国 A の国内余剰の変化をたどると、国内価格
の低下によって消費者余剰はa＋b＋c＋d だけ増加し、これは国 A にとっては利益である
が、生産者余剰はa だけ低下し、またそれまで国 C からの輸入から得ていた関税収入
c＋e も消失し、これらは国 A にとっては損失になる。そのため利益から損失を引いた純
厚生変化分はb＋d－e となる、これはプラスにもマイナスにもなり、「貿易転換のパラドッ
クス」を示すことができる。
　Johnson はこれらの変化全体を貿易転換と呼ぶ代わりに、新たな定義を提示した。まず、
厚生の増加分のうち、b の部分は国内価格の低下によって効率的でなくなった国内生産
X0－X1 が新たな輸入に置き換わったことから生じる利益である。これは、Johnson によ
れば貿易創出の生産効果と呼ばれる。また、d の部分の利益は、国内価格の低下によって
財 2 への需要が増え、輸入量が新たにC1－C0 だけ増えたことから来る利益である。これ
を Johnson は貿易創出の消費効果と呼んだ。そしてこの両者を併せて貿易創出効果と定
図２
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義するのである。一方、e の部分の厚生損失は、財 2 の輸入先を低価格で供給できる国 C
から高価格の国 B に転換したことによるものであり、Johnson はこの部分のみを貿易転換
効果としている。すなわち、関税同盟の形成によって輸入財供給国が域外国から域内国に
転換した場合に、以前の域外国からの輸入量と新たな発生した域内国からの輸入量とを比
較し、以前の輸入量の部分を貿易転換、以前の輸入量より新規に増えた部分を貿易創出と
解釈する。このようにすると、貿易創出は常にプラスの効果を持ち、貿易転換は常にマイ
ナスの効果を持ち、両効果の扱いが容易になると Johnson は述べている。
　③　貿易創出と貿易転換の概念の整理
　貿易創出と貿易転換の概念について、Viner の原義、Viner 型、Johnson 型の三つを整
理することができる。表１はそれである。Viner の原義では、同盟形成以前には全く輸入
の行われていなかった財が同盟形成以降に同盟国から輸入されるようになった場合を貿易
創出と呼んでいる。しかし、その輸入が当該財の国内価格低下による国内生産の減少や国
内消費の増加によって引き起こされたことまで明記していない。他方、貿易転換は同盟形
成以前には域外国から輸入されていた財が同盟形成以降に同盟国から輸入されるように
なった場合を指している。しかし、当該財の国内価格低下による生産・消費の代替効果と
それによるプラスの厚生効果を考慮していないので、貿易転換はマイナスの厚生効果を持
つと結論付けている。Viner 型の定義では、貿易創出の定義は Viner の原義と同様である
が、貿易転換の定義は彼の原義に生産・消費効果を合わせたものとなる。生産・消費効果
はプラスの厚生効果を持つので、Viner 型の貿易転換は厚生効果が不定となる。Johnson
型の定義では、Viner 型の貿易創出・貿易転換のうち、同盟形成前と比較して新規に増加
した輸入の部分を貿易創出と捉えている。これは、Viner 型貿易創出と貿易転換のどちら
においても、輸入の新規増加部分は当該財の国内価格低下とそれに伴う生産代替効果・消
費代替効果によって引き起こされ、それらの厚生効果はプラスである。Johnson 型貿易転
換は、Viner 型貿易転換のうち同盟形成以前の域外からの輸入量と同じ量の域内転換に限
定し、これは常にマイナスの厚生効果を持つ。そのため、Johnson 型の定義では貿易創出
は常にプラスの厚生効果、貿易転換は常にマイナスの厚生効果となる。
２．経済統合の動態効果（dynamic effects）
　静態効果に加え、FTA は生産性の上昇と資本蓄積という主に 2 つの段階を経て加盟国
の経済成長に対して影響を与えるが、このような効果は動態効果と呼ばれている。
表 1：貿易創出・貿易転換の概念整理
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　①　生産性上昇に伴う経済成長
　　　FTA の生産性上昇に伴う経済効果は以下の４つに分類される。
　　　ア　域内貿易の増加で、企業にとって域内の販売市場が拡大する市場拡大効果。
　　　イ　 企業の競争激化により、国内市場が活性化し、生産性も向上する競争促進効果。
　　　ウ　加盟国・地域からの優れた経営ノウハウや技術が移転する技術拡散効果。
　　　エ　 締結交渉時や、締結後の加盟国・地域間の競争で、国内の規制や制度が見直さ
れる国内制度革新効果。
　市場拡大効果について、FTA により市場が統合されると、域内企業にとっては、対象
となる市場が広がるために企業はこぞって生産を拡大、規模の経済によりコストが低下し、
利益が生まれ、域内国そのものに経済成長がもたらされるというものである。競争促進効
果について、域内市場の貿易障壁が取り除かれ、これまで国内で独占的、寡占的地位を享
受していた企業も域内の他国の同業企業との間に競争を強いられることになる。よって、
市場が競争化され資源配分が、より効率的に行われることになる。技術拡散効果について、
域内国から優れた技術が直接投資などを通じて導入されることによって、国内企業の生産
性が上昇する。国内制度革新効果については、FTA の締結が国内の規制制度の見直しを
通じて、競争力を向上させると言うものであり、国内の経済改革の契機となるものとして
も期待されている。
　②　資本蓄積に伴う経済成長
　上記のような生産性上昇が生じた場合、加盟国における期待収益率の上昇あるいは不確
実性の減少等を通じ、国内投資の増加のみならず直接投資等の形態で海外から資本が流入・
蓄積され、当該国の生産量の拡大に寄与する。このような資本蓄積は、研究開発投資の増
加等を通じて更なる生産性の上昇をもたらす、といった正のフィードバックをもたらし得
る。一方、FTA において域外産品に対して差別的措置を採用する場合、世界的な直接投
資の流れに歪みをもたらす可能性がある（投資転換効果）。例えば、FTA において厳しい
原産地規則が存在する場合、域外国から域内への輸出が、域内への直接投資に代替される
可能性もあろう。なお、関税障壁撤廃を中心とする伝統的な地域統合と比較して、今日の
FTA には投資、競争、人の移動、環境、労働等といった新分野のルール（「WTO プラス」
の部分）が含まれているが、こうした項目は資本蓄積効果、競争促進効果、技術拡散効果
といった FTA の動態効果を最大化する上でも有効なルールと考えられる。　
３．経済統合のドミノ効果
　ドミノ理論は元々NAFTA と 1990 年に現れた拡大 EU を説明するために発想されたも
のである。ドミノ理論では、一つ優先の貿易協定の調印が連鎖反応と調整を引き起こす傾
向があると主張している。ここで私達はドミノ理論をハブとスポーク互恵主義の特定の
ケースで拡張する。推理の公正のため、簡単な分析的枠組みを用いるのが最も良いので、
この場合、輸入供給と輸入需要図を使用する。政治経済学上の推理は、ハブへの輸出がこ
の場合ドミノ効果の鍵であることを示唆している。問題が根本的に複雑だが、できるだけ
単に基本的な推理を説明するために、私達はハブへの輸出が唯一の重要なものであると言
う極端の仮定をする。具体的に言えば、私達は潜在的なスポーク 1、2、3 三つの国と一つ
のハブの国があると仮定する。この状況は図 3 で叙述されている。MD が輸入需要曲線を
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反映している状態で、右のパネルはハブ市場を見せている。互いにスポークのすべてが左
右対称であると思って、ただ一つの XS 曲線ですべての効果に入れることができる。
　ハブがはじめに T の MFN 関税をすべての三つの国から課すことをあえていて、一番
目の国との FTA 調印で輸入供給曲線が MSMFN から MS1-spoke までシフトする。いつもの
ように、P’-T から P１ まで価格上張り輸出業者の上昇のサイズと FTA を交渉したスポー
クの国に拠点を置いた輸出の上昇はそうである。したがって、輸出側では、最初の FTA
署名者が 3、4、5 の領域の利得を獲得する。他のスポークの国は 2 と等しく領域を失う。
FTA がハブで P１ への国内価格を引き下げて、これが除かれた国の境界価格を P１-T まで
引き下ろすからである。2 番目の国がハブと FTA のサインされたとき、スポークの輸出
に三つのものが起こる。
　ア　 ₂ 番目の FTA 署名者は、それが直面している価格が P2 までに上がることに従っ
て輸出が増加することで 2、3、4 の領域の利得を得る。
　イ　 最初の FTA 署名者は、価格が P2 までハブの市場で低下することでハブへの輸出
量が下がる。
　ウ　 残っているスポークの国は、ハブ市場での価格落下と共に輸出のため P2-T まで下
がる価格を直面している。
　₃番目かつ最後の国がハブと FTA にサインしたとき、二つのものが起こる。
　ア　 ₁番目と 2 番目の FTA 署名者の直面している価格は自由貿易価格 PFT（この時点で
ハブはすべての輸入関税を取り除きました）まで下落することに応じて彼らの輸出
が下がる。これは両方のため領域 4 の追加損失を受けることを示す。
　イ　 ₃ 番目の FTA 署名者はすべての区別を取り除くことによってハブへの輸出量が
図 3：ハブとスポーク互恵制でのドミノ効果
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かなり増加する。そして、ハブへの輸出価格が P2-T から PFT まで上昇することか
ら 1、2、3 の領域の利得を得る。
　₁番目になるための争い：要約するために、私たちがスポークの輸出だけに焦点を合わ
せた時、最初の FTA 署名者は、3、4、5 の領域の利得を得て、2 番目の FTA 署名者は 2、
3、4 の領域の利得を得て、3 番目の FTA 署名者は 1、2、3 の領域の利得を得る。領域 5
が領域 2 より大きく、領域 4 が領域 1 より大きいので、利得が 1 番目で最大級であるとい
うことができる。2 番目は最も大きく、最終は最も小さくなる。これは重要な意味を持っ
ている。
第２節　経済統合の数理効果分析の実態
　続いて既存の地域統合の経済効果を実証面の分析から見てみる。経済統合の効果分析の実
証定量的な研究手法としては主に二つあり、一つは、部分均衡モデルによる経済統合の静態
効果分析である。この分析は各国の輸出供給関数と輸入需要関数を推計し、それを用いた実
証シミュレーション分析である。もう一つは、一般均衡モデルによる経済統合の動態効果分
析である。これは比較的複雑な研究モデルであり、CGE：Computable General Equilibrium
による動態効果分析である。以下では、それぞれの実証分析の実態を概観してみる。
１．EU の経済統合に関する主な実証分析
　Smith and Venables（1988）は、分析方法として部分均衡分析により不完全競争下での貿
易障壁低下の競争促進効果を試算している。分析の主な結果は、①分断市場・固定企業数
の場合 EC 諸国は平均的に 0.64％の厚生上昇、②分断市場・企業数変化の場合 EC 諸国は平
均的に 0.70％の厚生上昇、③市場統合・固定企業数の場合 EC 諸国は平均的に 1.79％の厚生
上昇、④市場統合・企業数変化の場合 EC 諸国は平均的に 2.30％の厚生上昇などである。
　Cecchini（1988）は、分析方法として、部分均衡分析により不完全競争下での EU の効
果を、貿易障壁低下・規模の経済・競争促進等の面から試算している。分析の主な結果は、
① EU 諸国は総計で 4.3～6.4％の実質 GDP の増大、②貿易障壁除去の効果は 2.2～2.7％の
実質 GDP の増大、③市場統合による規模の経済及び競争促進効果により 2.1～3.7％の実
質 GDP 増大などである。
　Baldwin（1989）は、分析方法として Cecchini（1988）の試算を基に、資本蓄積による
EU の動学効果を試算し、静学効果と比較している。分析の結果は資本蓄積が更に 0.6～
8.9％の実質 GDP の増大をもたらすと言うことである。
　Gasiorek et al.（1992）は、分析方法として市場統合が EU 諸国に与える影響を競争促進
効果に注目しつつ CGE モデルにより試算している。分析の主な結果は、① EU 諸国には
プラスの厚生効果。②企業の参入が自由である場合や市場統合がなされた場合の効果がよ
り大きいなどである。
　Haaland and Norman（1992）は分析方法として EU 及び EU の EEA への拡張が EU 諸
国のみならず域外国に与える影響を CGE モデルにより試算している。分析の主な結果は、
① EU 諸国はプラスの厚生効果、②域外、特に EFTA 諸国にマイナスの厚生効果、③企
業の参入が自由である場合や市場統合がなされた場合の効果がより大きい、④ EEA への
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拡張は EFTA 諸国に大きなプラスの厚生効果である。
　Baldwin et al （1996）は分析方法として EU・EEA が EU 諸国及び域外国に与える影響
を資本蓄積の変化に注目しつつ試算している。分析の主な結果は、① EU は EU 諸国にプ
ラスの厚生効果、域外特に EFTA 諸国にマイナスの厚生効果、②企業の参入が自由であ
る場合、あるいは市場が統合された場合の効果がより大きい、③資本蓄積による動学効果
は厚生を更に上げるが、その大きさは１％以下と小さい、④ EEA へは EFTA 諸国に大
きなプラスの厚生効果、⑤域外諸国の投資が減少するか否かは曖昧だが、減少する場合は
EFTA において大きいなどである。
２．NAFTA の経済効果に関する主な実証分析
　Bachrach & Mizrahi （1992）は分析方法として米墨 FTA 締結の影響を CGE モデルに
より試算している。資本移動の有無の影響を比較している点が特徴である。分析の主な結
果は、①資本移動の有無に関わらず、両国の実質所得及び貿易量は上昇、②メキシコの実
質所得の上昇が比較的大きい、③資本移動がある場合に実質所得の増加が大きく、特にメ
キシコにおいて顕著、などである。
　Brown et al （1992）は分析方法として非関税障壁の削減を考慮しながら、NAFTA 締
結が域内・域外に与える影響を CGE モデルにより試算している。分析の主な結果は、①
域内国すべての厚生が改善し相対的にメキシコへの影響が大きい、②メキシコが投資自由
化も行うとさらに厚生が上昇、③域内要素価格は上昇、④域内間の貿易量は上昇・域外と
の貿易量は減少、⑤米国とメキシコの賃金格差は縮小、⑥域外の厚生は下がるが、影響は
小さいなどである。
　Cox and Harris （1992）は分析方法として米加 FTA から NAFTA への移行の影響をカ
ナダを中心に CGE モデルにより試算している。米国を Hub とした Hub and Spokes 構造
との比較も行う。分析の主な結果は、①米加 FTA はカナダの実質 GDP を約 4.5%上昇さ
せる、②カナダにとって米加 FTA から NAFTA あるいは Hub and Spoke への移行は
微々たる効果しかもたない、③メキシコの加入によりカナダの米国への輸出は微減する。
④域外国の厚生は下がるが、その大きさは小さい、⑤メキシコ加入による競争促進効果に
より、カナダの実質所得はさらに上昇するなどである。
　Roland-Holst et al （1994）は分析方法として非関税障壁撤廃の効果に注目し、NAFTA
が域内に与える影響を CGE モデルにより試算している。分析の主な結果は、①域内すべ
ての国において厚生上昇、②非関税障壁も撤廃した場合に厚生上昇が大きい、③市場構造
が不完全競争である場合に効果は大きくなるなどである。
　Sobarzo （1994）は分析方法として NAFTA がメキシコに与える影響を非関税障壁の撤
廃も含めて CGE モデルにより試算している。分析の主な結果は、①国際資本移動が不可
能な場合、NAFTA はメキシコの GDP を 1.9％、厚生を 2.3％上昇させる、②国際資本移
動が可能である場合、NAFTA はメキシコの GDP を 8％、厚生を 2.4％上昇させる、③賃
金率、資本報酬率ともに上昇し、雇用量が増えるなどである。
　Young and Romero （1994）は分析方法として NAFTA がメキシコに与える効果を、新
古典派成長理論に基づき資本蓄積による動学効果を勘案しつつ試算している。分析の主な
結果は、①メキシコに対する関税削減は資本蓄積を促し、メキシコの実質 GDP を約 3％
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上昇させる、② NAFTA が不確実性の減少をもたらすことによりメキシコの実質金利を
下げる場合、より資本蓄積が促進され実質 GDP は約 12％上昇するなどである。
　Brown et al （2000）は分析方法としてチリの NAFTA の加入、及び西半球経済統合の
影響を CGE モデルにより試算している。分析の主な結果は、①チリの NAFTA への加入
は域内の厚生を高めるが、その他の国の厚生を下げる、②北半球経済統合は（アルゼンティ
ンを除いて）域内・域外国の厚生を上昇させる、③厚生の変化は総じて GDP の１％以下
であり、小さい、④域外国からチリへの直接投資を仮定すると、チリの NAFTA の加入
は GDP の５％という比較的大きな厚生の上昇をもたらすなどである。
　Rutherford and Martinez （2000）は分析方法として中央アメリカ・カリブ海諸国（CAM）
と、NAFTA・MERCUSUR との地域統合の影響を CGE モデルにより試算している。分
析の主な結果は、① NAFTA との FTA 締結は MERCOSUR との FTA と比較して関税
収入の大きな減少をもたらすが、消費者＆生産者余剰の上昇がそれを上回るため、CAM
は NAFTA と FTA を結ぶ方が厚生大、②関税同盟のほうが FTA よりも総じて域内の厚
生が高い、③関税同盟締結に伴い外部関税が一番低い国に統一されるケースのみ、域外国
の厚生も上昇するなどである。 
３．アジアの経済統合の効果に関する主な実証分析
　浦田秀次郎（2004）は分析方法として加盟国間の貿易障壁の撤廃が各国の GDP に及ぼ
す影響を CGE モデルに基づいた GTAP モデルにより試算している。分析の主な結果は表
2 に示す。 
表 2：FTA の経済への影響
注：FTA を締結した場合と締結しなかった場合の年平均 GDP 成長率の差を表している。
単位（％）
FTA加盟国
日本
シンガポール
韓国
日本
韓国
ASEAN
日本
中国
韓国
ASEAN
中国
韓国
ASEAN
日本
韓国
中国
香港
台湾
インドネシア
マレーシア
フィリピン
シンガポール
タイ
ベトナム
アメリカ
EU
世界全体
0.009
0.207
-0.004
-0.000
-0.007
-0.008
-0.009
-0.007
0.180
-0.039
-0.013
-0.001
-0.000
0.005
0.038
0.274
-0.019
0.023
-0.031
1.294
1.731
1.119
0.985
3.409
2.215
0.003
0.006
0.070
0.061
0.366
0.497
0.899
-0.094
1.319
1.813
1.152
1.176
3.576
2.403
0.001
0.006
0.096
-0.006
0.226
0.213
0.657
-0.049
0.857
1.063
0.701
1.098
1.800
1.841
-0.000
0.002
0.035
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　遠藤正寛（2005）は分析方法として自由貿易協定の締結に伴って域内関税が完全に撤廃
した時各国消費者の厚生の変化を GTAP モデルにより計算している。分析の主な結果は
表 3 に示す。
表 3：自由貿易協定締結の等価変分
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第３節　世界輸出における多様性
　競争による共存という生物学に基づく概念の前提となるものは多様性という概念であ
る。より具体的に言うと世界各国における多様性は、そのある産業分野での競争に「弱い」
ものは消滅しない「共生」の現象を起こる点に着目するのである。ここでロトカ・ボルテ
ラ競争モデルを経済統合分析に応用することに当たって、まず、貿易面から世界各国にお
ける多様性を見ておこう。
１．ハーフィンダール指数
　世界各国の貿易面での多様性を図るために、産業組織論の分野でよく用いられる市場構
造の競争性を反映する指標である市場集中度を表す「ハーフィンダール指数」を用いる。
ハーフィンダール指数とは、各産業の生産物がどの程度の企業数で行われているのか、そ
の集中度を図るもので、次の式により算出される。
　　 ?
??
!? ??
?
?
 ���������������������������������⑴
　ただし、Si はi 番目企業の集中度を示す。具体的には、企業の市場占拠率を 2 乗した値
を合計することによって算出される。ハーフィンダール指数は１社独占の場合は 10,000
となり、企業間格差が小さくなるほど、また企業数が多くなるほどゼロに近くなる。公正
取引委員会はハーフィンダール指数に従って産業を表 4 のような 6 タイプに分類している。
２．ハーフィンダール指数の応用
　①　世界輸出におけるハーフィンダール指数
　このようなハーフィンダール指数を世界貿易分析に拡張して用いる。具体的な拡張手法
としては、世界輸出における各国をそれぞれひとつの企業と見なし、その各国におけるあ
る商品の輸出額を企業の生産高と考える。そして、各国のある商品の世界輸出における輸
出シェアを企業の市場占拠率と考えて、それを 2 乗して合計を取る。すると計算式
?
??
!? ??
?
?
が成立し、Si はi 国の輸出シェアである。このようなハーフィンダール指数を用
いて、各国のある商品の輸出における集中度、あるいはある商品の輸出における多様性に
ついて実証分析を行う。分析に用いるデータは総務庁統計局から公表されている「世界の
表 4：ハーフィンダール指数による競争分類
ハーフィンダール指数
高位寡占型（Ⅰ） 3000超
高位寡占型（Ⅱ） 1800超　 3000以下
低位寡占型（Ⅰ） 1400超　 1800以下
低位寡占型（Ⅱ） 1000超　 1400以下
競　争　型（Ⅰ） 　500超　 1000以下
競　争　型（Ⅱ） 500以下
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統計」の中での商品分類別輸出入のデータを用いた。その実証計算の結果は表５に表す。
　この表 5 から簡単にわかるように、食料品、飲料、タバコと工業製品の輸出ハーフィン
ダール指数は 500 より下回り、競争型（Ⅱ）であり、より多くの国から輸出され、多様で
もあり、競争が激しいと言える。非食品原材料、鉱物性燃料、化学製品、機械類、輸送用
機器、雑製品、その他の製品の輸出ハーフィンダール指数は 500 超で、1,000 より下回り、
競争型（Ⅰ）に分類され、より多くの国から輸出されていることが明らかである。しかし、
動植物性油脂の輸出ハーフィンダール指数は 1500 超で低位寡占型（Ⅰ）であることは、
集中度がより高いと言えよう。そして、次に世界輸出におけるハーフィンダール指数の変
化を見ておこう、図 4 はそれである。
　図 4 からより簡単にわかるように世界輸出におけるハーフィンダール指数は著しく低下
している傾向である。それは商品の輸出がますますより多くの国から輸出されていること
図 4：世界輸出におけるハーフィンダール指数の変化
1990 1995 2000 2006
食料品、飲料、タバコ 611.70 602.86 552.30 468.84 
非食品原材料 689.31 741.96 683.18 539.70 
鉱物性燃料 501.21 531.58 605.50 605.94 
動植物性油脂 960.74 1123.64 1755.39 1504.47 
化学製品 824.09 748.45 682.70 621.77 
工業製品 546.62 501.46 464.77 461.22 
機械類、輸送用機器 984.61 875.56 734.51 669.96 
雑製品 655.62 637.87 652.42 755.06 
その他 997.39 846.98 1003.21 653.10 
表 5：世界輸出におけるハーフィンダール指数
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を表し、すべての商品にとってこのような傾向が見られる。
　②　世界輸出におけるハーフィンダール指数と輸出量の相関関係
　続いて世界輸出におけるハーフィンダール指数と輸出量の間にどのような関係を存在し
ているかを詳しく見てみよう。これは、各国が多様であるからこそより多くの国から輸出
されているという観点からこの二つの間の関係は非常に重要な意味を持っている。図 5 に
は世界輸出における商品分類別輸出量とハーフィンダール指数の関係を表す。
? ?
?
? ?
?
?
?
?
図 5：各商品の輸出量とハーフィンダール指数の関係
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　ここからより簡単にわかるように、ハーフィンダール指数と輸出量は負の相関関係を持
つ。つまり、ハーフィンダール指数の低下に伴い輸出量がより大きく増大することである。
特に工業製品、化学製品、機械類、輸送用機器の場合は、その負の相関関係は著しく強い
と言える。
　③　世界輸出における多様の中での集中
　実際のハーフィンダール指数の低下により、各国の輸出シェアはどのように変化してい
るのであろうか。理論上の仮説のように、完全競争のような各国が同じぐらいのシェアの
輸出をする傾向はあるのだろうか。このような変化を見るために、各年度における機械類、
輸送用機器の輸出のトップの８ヵ国が占めるシェアを比較してみた。その結果を表６に示
す。機械類、輸送用機器の輸出のトップの８ヵ国が占めるシェアは低下しているが、それ
ほど大きくないことが注目される。これは、つまり、規模の経済性が働くことにより、あ
る程度の集中度が必要になるからであろう。言い換えると、多様性が大きすぎることもそ
の産業の成長にとって適切ではなく、一種の最適な多様性とうことが存在し、完全に多様
な状態で、規模の経済性を失うまで至らないと言えることである。
第４節　ロトカ・ボルテラ競争モデルの導入
１．生物学におけるロトカ・ボルテラ競争モデル
　ロトカ・ボルテラ（Lotka-Volterra）競争モデルとは、アメリカ数理生物学者アルフレッ
ド・ジェームス・ロトカ（Alfred J. Lotka）が 1925 年に、イタリアの数学者ヴィト・ボ
ルテラ（Vito Volterra）が 1926 年に互いに独立に導いた競争モデルである。
表 6：機械類、輸送用機器の輸出のトップの 8ヵ国が占めるシェア
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ここで
　 ?????
? ??
??
?  ＝特定の瞬間の、混合個体群内での、第 1 および第 2 の種の個体数の成長率
　N1，N2 ＝特定の瞬間の、混合個体群内での、第 1 および第 2 の種の個体数
　b1，b2 ＝第 1 および第 2 の種の個体数の増加の潜在的係数
　K1，K2 ＝ 単独で成長する場合の与えられた条件下における、第 1 および第 2 の種の最大
個体数
　α，β ＝生存競争の係数
このロトカ・ボルテラ競争方程式の表す意味は
混合個体群での第
１の種の成長率
⎱
⎱
⎱
⎱
⎱
⎱
＝
第１の種の個体群
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⎱
⎱
⎱
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⎱
×
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⎱
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⎱
⎱
⎱
⎱
⎱
×
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⎱
⎱
⎱
⎱
⎱
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である。ロトカ・ボルテラ競争モデルを次のように変形できる。
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つまり、
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である。この連立微分方程式の係数a からβは正の定数である。ロトカ・ボルテラ競争モ
デルはパラメターによって四個の平衡個体群が存在する。それは図 6 で表している2。⒜
の場合、任意の正の初期条件について、種 1 が競争に負けて絶滅する。⒝の場合、初期条
件に依存して、いずれかの種が競争に負けて絶滅する［双安定な場合］。⒞の場合、任意
の正の初期条件について、2 種は共存均衡状態に至る。⒟の場合、任意の正の初期条件に
ついて、種 2 が競争に負けて絶滅する。
　　　　　　　　　　　　　　　　
2 Lotka-Volterra 型 2 種競争系。N1，N2 における異なる初期条件から書いた相平面。初期値は⒜（α，
β）＝（2.0，1.5）；⒝（α，β）＝（2.0，2.5）；⒞（α，β）＝（0.8，1.2）；⒟（α，β）＝（0.8，2.5）；いずれも共
通に、a＝c＝1.0；b＝1.8；d＝1.0 である。
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　₂ 種の間の競争の強さは、それらが利用する資源がどれだけ重なっているかによって
大きく左右される。共通の資源を利用することによって競争が生じている場合には、似た
ものを利用する種ほど競争が強くて共存が難しくなる。資源利用の違いが大きくなるほど、
種間の競争係数は小さくなるので、共存しやすくなる3（図 7）。
図 6：Lotka-Volterra 型 2 種競争系
⒜ ⒝
⒞ ⒟
図 7：2 種の競争する結果
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　ここで、縦軸は 2 種の環境収容力の比K2/K1 であり、横軸は 2 種の資源利用の差異 z
を表す。図 7 からより簡単にわかるように、2 種間の資源利用の差異が大きくなるほど、
両種の共存する領域が大きくなる。逆には競争が強くなり、2 種のどちらが勝って生き残る。
２．ロトカ・ボルテラ競争モデルの経済統合分析への応用可能性
　このような性質を持つロトカ・ボルテラ競争モデルを経済統合効果分析へ応用すること
は十分可能である。経済統合に参加する二つ、あるいは二つ以上の国をそれぞれの個体と
考え、その個体が均質ではなく、多様である点に注目するのである。そして、その国際経
済システムにおける多様な個体の統合をあたかも生物学における繁殖と進化のように動態
的なものとして考えることができる。この考え方を推し進めると、例えば経済統合から生
む利益はその個体の競争による生存能力の高まりと同じように取り扱うことができるとい
う考えを持つことができるからである。
　①　応用可能性
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　ここで、α、βを貿易における平均単価、あるいは競争力指数と考える。すると
　　 ?????
? ??
??
?  ＝ A と B 国のそれぞれの貿易増加率
　　N1，N2 ＝A と B 国のお互いの貿易量
　　b1，b2 ＝潜在的増加要因（比較優位、特化、技術など）
　　K1，K2 ＝ A と B 国のそれぞれの貿易総量とみなすことができる。
　このような分析から期待できるものとしては、その分析結果により、両国の共存領域の
拡大すること、つまり、A と B 国の貿易を共に増加させると言うことである。
　②　経済統合分析への応用の持つ意味
　経済統合分析への応用の持つ意味は、以下の四つの点が考えられる。第一に、進化的な
分析視点である。生物学における変異、遺伝、選択の理論を経済学に応用することにより、
経済分析が進化のように命を持たせる。第二に、動態的な分析である。生物学の理論のモ
デルを応用することにより、時間ともの変化を見ることが非常に重要となり、経済活動に
生物学のような動態的な分析を可能になる。第三に、複雑系の研究である。新古典派経済
学における単純化の均衡の概念と違い、複雑なものを複雑に解釈する試みである。そして
第四に、共存領域の拡大への貢献である。このような分析の結果に基づき、政策的にそれ
ぞれの共存領域を拡大することが可能となる。
 （さい・かいざん　本研究科博士後期課程）
　　　　　　　　　　　　　　　　
3 空間経済学に関する、藤田・クルーグマン・ベナブルズ（2000）においては、複数地域の共存が輸送
コストの低下により脅される点が理論的に指摘されている。ここで、国や地域の固有の特性を他の国や
地域との抽象的な「距離」と考えることで、「固有性が大きいほど、共存の可能性が高まる」と解釈す
ることができる。この視点はまさに、Lotka- Volterra の競争に関する主張と一致している。
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